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株主の皆様へ

　第５３期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の営業の概況をご報告申し上げます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出環境の好
調や企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加し、ま
た、雇用環境が改善するなど緩やかではあるが回復の兆
しがみられる一方、依然としてデフレが継続する中、原
油価格の高騰など先行きに不透明な一面もあり予断を許
さない状況となりました。
　鉄鋼二次製品業界におきましては、公共投資の抑制が
続く中、中国を中心とした東アジアでの鉄鋼需要の増加
に伴い、鉄源供給が依然として逼迫しており、原材料お
よび副原材料価格が上昇するなど厳しい状況となりまし
た。
　こうした状況の中、当社グループの売上高は販売数量
で減少したものの、原材料および副原材料価格上昇分を
製品価格に転嫁すべく、グループ全体で取り組んだこと
により当連結会計年度の売上高は２４，２０６百万円と前年同
期と比べ２，１５８百万円（９．８％）の増収となりました。収
益面においては原材料価格上昇の悪化要因はあったもの
の販売価格への転嫁および前期に引き続き生産の効率的
運用、諸経費の削減等グループ全体での合理化施策を推
進したことにより営業利益は２，２６７百万円と前年同期と
比べ１，６９８百万円（２９８．８％）の増益、経常利益は３，２４４百
万円と前年同期と比べ１，４３９百万円（７９．８％）の増益、当
期純利益は１，８０８百万円と前年同期と比べ４０３百万円
（２８．７％）の増益となりました。

　今後の見通しといたしましては、景気にやや明るさが
見えてきたものの、原油価格の高騰、海外情勢の不安定
さなど先行き予断を許さない状況が続くものと予想され
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ます。
　当社グループはこのような状況が予想される中、今年
度より策定いたしました向こう３年間の中期経営計画に
基づき販売面では採算性を重視した方針のもと、従来の
公共土木分野での更なるシェア拡大は勿論でありますが、
今後は産業機器・工業製品分野等への用途拡大も積極的
に推し進め、次なる市場開拓に全力をつくし、当社独自
の製品でもある着色塗装鉄線（ニューサンカラーワイ
ヤー）の拡販を一層図ると同時に収益性の高い溶融亜鉛
めっき六角高力ボルトの拡販にも力を入れ増収を図りた
いと考えております。また、平成１７年４月１日付けで中
国駐在事務所（北京）を開設し、今後中国への輸出を視
野にいれた市場調査を実施していきたいと考えておりま
す。コスト面では経営企画室を中心に全社的に進めてお
りますコスト削減案を達成すべく努力するとともに、子
会社を含めたグループ全体での効率的生産体制および生
産拠点の見直しを実施し、また、滋賀ボルト�の高力ボ
ルト製品のブランドを当社ブランドに統一することによ
り、生産および販売の効率化を図り、業績向上に努力し
ていく所存でございます。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成１７年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は亜鉛めっき鉄線を主力としており、政府の構造改

革推進の影響で公共投資の継続的抑制に伴い前期同様厳しい

状況となりました。このような状況の中、土木向けは減少傾

向となったものの自動車産業の増産基

調に支えられ、自動車部品用の亜鉛

めっき鉄線の販売量が増加したことに

より全体的には数量面で微増となりま

した。一方、高炉・電炉各メーカーに

よる原材料値上げが数次にわたり実施

されましたが比較的順調に製品への価

格転嫁ができたことにより当

部門の売上高は５，０６５百万円

と前年同期と比べ１，２３１百万

円（３２．１％）の増収となりま

した。

普通線材製品部門

普通線材製品�
6,000�

5,000�

4,000�

3,000�

2,000�

1,000�

0
51期�

4,0424,042

52期�

3,8343,834

53期�

5,0655,065

4,042
3,834

5,065
（単位：百万円）�

部門別売上高推移
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力として

おり、自動車産業向けは前期に引き続き好調に推移したもの

の、不採算分野の受注を

絞ったことにより数量面

では減少となりました。一

方、普通線材製品部門と同

様原材料の値上げが実施

されましたが製品への価

格転嫁が概ね受け入れら

れたことにより当部門の

売上高は８２２百万円と前年

同期と比べ４５百万円（５．９％）

の増収となりました。

硬鋼線材製品部門

硬鋼線材製品�
920�
900�
880�
860�
840�
820�
800�
780�
760�
740�
720�
700

51期� 52期�

776776

53期�

822822

776

822

901901901
（単位：百万円）�
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亜鉛鉄板、着色亜鉛鉄板、プリント鋼板
当部門は亜鉛・着色亜鉛鉄板を主力としており、建築物の

屋根・壁補修などに使用されております。当期は期の半ばよ

り災害復旧のための特需が発生し着色亜鉛鉄板の需要が大き

く増加し、また、原材料価格上昇分を製品価格へ転嫁したこ

とにより当部門の売上高は１，２４５百万円と前年同期と比べ４０２

百万円（４７．８％）の増収となりました。

亜鉛・着色鉄板部門

亜鉛・着色鉄板�
1,400�

1,200�

1,000�

800�

600�

400�

200�

0
51期�

784784

52期�

842842

53期�

784
842

1,2451,2451,245
（単位：百万円）�
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六角高力ボルト、トルシア形高力ボルト、溶融亜鉛
めっき六角高力ボルト、カラー丁番、ステンレス丁番
当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルトおよび

溶融亜鉛めっき六角高力ボルトを主力としており、主な需要

先は建設、土木業界であり、IT 産業を中心とした民間設備投

資、首都圏などの大型再開発事業の進展など需要は増加傾向

にあります。しかしながら、鉄源不足により原材料の入手が

困難な環境が一年を通じて続き、市場においては製品不足の

状況となりました。このような環境下、原材料価格の数次に

わたる値上げの上昇分を製品価格に転嫁できたことにより当

部門の売上高は５，２７４百万円と前年同期と比べ４７３百万円

（９．９％）の増収となりました。

鋲 螺 ・ 丁 番 部 門

鋲螺・丁番�
5,400�

5,300�

5,200�

5,100�

5,000�

4,900�

4,800�

4,700�

4,600�

4,500
51期�

4,8804,880

52期�

4,8004,800

53期�

5,2745,274

4,880
4,800

5,274
（単位：百万円）�
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
着色塗装鉄線、日亜フェンス、亜鉛アルミ合金めっき鋼線、鋼平線
当部門は極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
着色塗装鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鋼線、鋼平線等を主力
としており、期の前半は国際条約である SOLAS 条約（テロ対
策）が施行されたことにより特需が発生し極厚亜鉛めっき鉄
線および有刺鉄線の販売が増加し、また、自動車産業向けの
鋼平線も前期に引き続き好調に推移いたしました。一方公共
投資の継続的抑制の中、平成１６年１０月に発生した新潟県中越
地震の災害復旧工事が災害査定の遅れで補正予算が国会を通
過したのが平成１７年２月ということもあり、一部を除き平成
１７年度にずれ込む結果となり、当社の土木災害向け亜鉛アル
ミ合金めっき鉄線の売上は大幅な減少となりました。こうし
た状況の中、原材料価格上昇分を製品価格へ転嫁したものの
数量の落ち込みが大きく当部門の売上高は８，０９６百万円と前
年同期と比べ４６１百万円（△５．４％）の減収となりました。

特 殊 加 工 品 部 門

特殊加工品�
10,000�

9,500�

9,000�

8,500�

8,000�

7,500�

7,000
51期� 52期� 53期�

9,4369,436

8,5588,558

8,0968,096

9,436

8,558

8,096

（単位：百万円）�
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
当部門はワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力と

しており、土木、建築をはじめ多部門にわたり使用されており、

原材料価格上昇分を製品価格に転嫁したことにより、安価な

海外製品との価格差が一層拡大する状況となり、また、公共

投資の抑制もあり、全体としては数量的に伸び悩む結果とな

りました。一方輸出につきましては、採算性を考慮して引き

続き値上げを実施した結果、数量面では減少したものの価格

面での底上げを図ることができま

した。その結果、当部門の売上高は

３，１８６百万円と前年同期と比べ１４５

百万円（４．８％）の増収となりました。

鋼 索 製 品 部 門

鋼索製品�
3,400�

3,300�

3,200�

3,100�

3,000�

2,900�

2,800
51期� 52期� 53期�

3,3653,365

3,0413,041

3,1863,186

3,365

3,041

3,186

（単位：百万円）�
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当社の業績の推移

売 上 高�
18,000�

17,500�

17,000�

16,500�

16,000�

15,500�

15,000�

14,500�

14,000
51期� 52期� 53期�50期�

15,58715,587 15,78915,789

17,77317,773

16,35016,350

15,587 15,789

17,773

16,350

経常利益�
3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
51期� 52期� 53期�50期�

1,1661,166
1,4061,406

2,6852,685

946946
1,166

1,406

2,685

946

当期純利益�
1,200�

1,000�

800�

600�

400�

200�

0
51期� 52期� 53期�50期�

4040

606606

1,0221,022

251251

40

606

1,022

251

1株当たり当期純利益�
25.00�

20.00�

15.00�

10.00�

5.00�

0.00
51期� 52期� 53期�50期�

0.600.60

13.7713.77

23.3223.32

5.805.80

0.60

13.77

23.32

5.80

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：円）�
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連結売上高�
30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0
51期� 52期� 53期�50期�

23,57123,571
22,04722,047

24,20624,206

19,96519,965

23,571
22,047

24,206

19,965

連結経常利益�
3,500�

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
51期� 52期� 53期�50期�

1,2391,239

1,8051,805

3,2443,244

830830
1,239

1,805

3,244

830

連結当期純利益�
2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
51期� 52期� 53期�50期�

1,2111,211
1,4051,405

1,8081,808

230230

1,211
1,405

1,808

230

1株当たり連結当期純利益�
45.00�

40.00�

35.00�

30.00�

25.00�

20.00�

15.00�

10.00�

5.00�

0.00
51期� 52期� 53期�50期�

28.0828.08
32.6732.67

41.8841.88

5.305.30

28.08
32.67

41.88

5.30

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：円）�

企業集団の業績の推移
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貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目金 額科 目

〔　　　　９，１２０，８５８〕
２，２１１，９２９
１，２１５，５２３
２００，０００
４，０００，０００
６４０，９４６
１３５，９０８
５４０，０８９
２６，０９４
１０，００７
１５，７３５
１２４，６２３

〔　　　１０，５１３，８２４〕
１，０００，０００
２，３６１，０００
１，４７０，０００
４，７００，０００
３０９，７５０
６２１，０３７
５２，０３６

（負 債 の 部）
流 動 負 債　
支 払 手 形
買 掛 金
一年以内返済予定の長期借入金
一年以内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
固 定 負 債　
社 債
転 換 社 債
新株予約権付社債
長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
そ の 他

〔　　　１７，３０９，１５５〕

２，０７７，５０５
３，９２９，３１５
２，６８４，３７１
３，２９３，８２４
４，２１８，２４６
１０，７４３
６９２，４４６
１６，９７５
１２１，８７６
１３７，３１１
１３０，４０６
５３３

△　４，４００
〔　　　３５，４８９，７２９〕

（　　　　９，３１９，９６０）

３，８３８，４８８
２，０５９，３３１
１０，８７３
６９，５０２

２，７４０，１４４
６０１，６１９

（　　　　　　２９８，４８２）

２９０，１４６
８，３３６

（　　　２５，８７１，２８６）

１９，０１６，９０６
２，３３４，０００
２，６１８，３４１
６４，５５０
６００，０００
１，０１６，８０６
２５１，８８１
△　３１，２００

（資 産 の 部）

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料・貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産

建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産

ソフトウェア
特 許 実 施 権
投資その他の資産

投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
長 期 性 預 金
退職積立保険料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１９，６３４，６８３負 債 合 計

〔　　　　９，５５４，５６８〕

〔　　　　９，７２２，５３２〕
９，７２２，５３２

〔　　　１３，４４９，５４２〕
６５５，１３１

（　　　１０，９１０，０００）
１０，９１０，０００
１，８８４，４１０

〔　　　　　　８９１，７８６〕

〔　　　△　４５４，２２７〕

（資 本 の 部）
資　 本　 金　

資本剰余金　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
　別途積立金
当期未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

３３，１６４，２０２資 本 合 計

５２，７９８，８８５負債及び資本合計５２，７９８，８８５資 産 合 計

（平成１７年３月３１日現在）

経理の状況

（単位：千円）
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自　平成１６年４月１日　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

至　平成１７年３月３１日

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
１７，７７３，９８６

 １３，７５８，８２８　　
４，０１５，１５７

 ２，１６０，８１９　　
１，８５４，３３８

 ９７２，９８７　　

 １４２，０６１　　
２，６８５，２６３

 ９６１，９３０　　
１，７２３，３３３

 ７００，３５３　　
 １，０２２，９７９

９８６，３４８
 １２４，９１７　　

１，８８４，４１０

  

  

４９８，７２１
３８５，２３１

 ８９，０３４　　

１１９，９６６
 ２２，０９５　　

６３，０９８
５３０，３７３
２０１，９５９
７３，５０４

 ９２，９９３　　

７５８，０００
 △　５７，６４６　　

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失
投資有価証券評価損
固 定 資 産 売 廃 却 損
棚 卸 資 産 評 価 損
退職給付会計基準変更時差異
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（重要な会計方針）
１．　有価証券の評価基準及び評価方法

�　子会社株式
　　移動平均法による原価法

�　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの
　移動平均法による原価法

２．　棚卸資産の評価基準及び評価方法
�　製品、原材料、仕掛品
　　移動平均法による原価法

�　貯蔵品
　　最終仕入原価法

３．　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　時価法

４．　固定資産の減価償却方法
�　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降取
得した建物（附属設備を除く）は定額法によっております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

５．　繰延資産の処理方法
�　社債発行費
　　支出時に全額費用として処理しております。

６．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

�　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上し
ております。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において
発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異（３６７，５２３千円）については、５年による
按分額を費用処理しております。
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

７．　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

８．　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

９．　商法施行規則第４８条第１項に定める「関係会社特例規定」を適用し、
商法施行規則第２００条に基づき一部「財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則」の定めるところにより計算書類等を作成してお
ります。

（貸借対照表の注記）
１．　関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 ６２０，９９２千円
長期金銭債権 ２，５３５，５２６千円
短期金銭債務 ４９０，９５９千円

２．　有形固定資産の減価償却累計額 １０，３９２，６７４千円
３．　リース契約により使用する重要な固定資産 コンピューター関連機器他
４．　保証債務 ８４６千円
５．　発行済株式総数　　普通株式 ４７，０４３，４４４株
　　自己株式数　　　　普通株式 １，２９９，４６８株
６．　商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ８１２，５３０千円

（損益計算書の注記）
１．　１株当たり当期純利益 ２３．３２円
２．　関係会社との取引高

売　　上　　高 １，４６７，７４５千円
仕　　入　　高 ２，２０１，９４５千円
販売費及び一般管理費の取引高 １０６，３６３千円
営業取引以外の取引高 １８６，５４７千円
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（注）平成１６年１２月１０日に１２４，９１７，５６７円（１株につき３円）の中間配当
を実施いたしました。

１，８８４，４１０，５２６　　当 期 未 処 分 利 益

１，８８４，４１０，５２６　　合 計

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す。

１８２，９７５，９０４　　

４０，０００，０００　　

４００，０００，０００　　

１，２６１，４３４，６２２　　

株 主 配 当 金
（１株につき４円）

役 員 賞 与 金
（監査役分３，０００，０００円を含む）

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分
（単位：円）
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連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目金 額科 目

〔　　　１０，９４３，４２８〕
４，６５５，６８２
４００，０００
４，０００，０００
９３４，３２３
５５１，３４９
１７２，３０５
２２９，７６７

〔　　　１２，９３７，９８０〕
１，０００，０００
２，３６１，０００
１，４７０，０００
５，７００，０００
９８５，４８２
１，１３９，０６９
２３０，３９２
５２，０３６

（負 債 の 部）
流 動 負 債　
支払手形及び買掛金
一年以内返済予定の長期借入金
一年以内償還予定の社債
未 払 金
未払法人税等
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債　
社 債
転 換 社 債
新株予約権付社債
長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
連結調整勘定
そ の 他

〔　　　２２，７４５，３４１〕

２，６０２，３４４

８，６８８，１３６

３，５９４，６９５

７，５３９，８４７

１２２，８２３

１４３，６８８

８１，３８９

△　２７，５８２

〔　　　３７，０４４，９４０〕

（　　　１４，７１９，３６９）

５，０９６，４１４

３，１５５，９８５

５，７０７，６７３

６６２，７３１

９６，５６５

（　　　　　　３０６，０９０）

（　　　２２，０１９，４８０）

２０，０１０，２２４

８３，２１４

６００，０００

１，０１６，８０６

３５０，９４１

△　４１，７０６

（資 産 の 部）

流 動 資 産　

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰延税金資産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

長 期 性 預 金

退職積立保険料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２３，８８１，４０９負 債 合 計

〔　　　　９，５５４，５６８〕

〔　　　　９，７２２，５３２〕

〔　　　１６，１８２，９７２〕

〔　　　　　　９０３，０２６〕

〔　　　△　４５４，２２７〕

（資 本 の 部）
資　 本　 金　

資本剰余金　

利 益 剰 余 金　

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

３５，９０８，８７２資 本 合 計

５９，７９０，２８２負債、少数株主持分及び資本合計５９，７９０，２８２資 産 合 計

（平成１７年３月３１日現在）
（単位：千円）
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自　平成１６年４月１日　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

至　平成１７年３月３１日

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
２４，２０６，２２７

 １８，６９５，０９２　　
５，５１１，１３５

 ３，２４３，９９２　　
２，２６７，１４３

 １，１３９，３９３　　

 １６１，８３９　　
３，２４４，６９６

 ２５８，１１４　　

 ９８０，５３３　　
２，５２２，２７７

 ７１３，９４７　　
１，８０８，３２９

  

 

３６３，６５１
６６，６２５
３９３，９６６
１６３，０７６

 １５２，０７３　　

１２６，４９０
 ３５，３４９　　

２３９，９１８
 １８，１９５　　

６３，０９８
７３，５０４
５３７，１４３
２０５，３２４

 １０１，４６２　　

７７１，７３７
 △　５７，７９０　　

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
連結調整勘定償却額
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益
退職給付引当金取崩額
そ の 他

特 別 損 失
投資有価証券評価損
退職給付会計基準変更時差異
固 定 資 産 売 廃 却 損
棚 卸 資 産 評 価 損
そ の 他

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．　連結の範囲に関する事項

�　連結子法人等の数       ２社
興国鋼線索株式会社、滋賀ボルト株式会社

�　非連結子法人等　　　７社
日亜工運株式会社、太陽メッキ株式会社、日亜企業株式会社、
日亜機電株式会社、その他３社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子法人等７社はいずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益及び利益剰余金等（持分に見合う額）は、
いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

２．　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子法人等７社は、それぞれ当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子法人等の事業年度等に関する事項
興国鋼線索株式会社の決算日は２月２８日であり、連結決算日との差異
は３ヶ月以内であるため、事業年度の財務諸表を基礎として連結を
行っております。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ
り算定）

　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ
　　　　時価法
③　棚卸資産
　　　製品、原材料、仕掛品
　　　　移動平均法による原価法
　　貯蔵品
　　　　最終仕入原価法

�　重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以
降取得した建物（附属設備を除く）は定額法によっており
ます。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。
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�　重要な繰延資産の処理方法
①　社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。
�　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計
上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。
会計基準変更時差異（３６７，５２３千円）については、５年によ
る按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

�　重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

�　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

５．　連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結子法人等の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法によって
おります。

６．　連結勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は５年間で償却しております。

７．　当連結会計年度から商法施行規則第２００条に基づき、一部「連結財務
諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の定めるところによ
り連結計算書類等を作成しております。　

（連結貸借対照表の注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １８，６９０，１６９千円
　
（連結損益計算書の注記）
１．　１株当たり当期純利益 ４１．８８円　
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�　会社が発行する株式の総数 １１７，２４３，０００株

�　発 行 済 株 式 総 数 ４７，０４３，４４４株

�　当 期 末 現 在 の 株 主 数 ４，４８３名

�　大 株 主 の 状 況

転換社債の株式転換による発行済株式総数変更登記及び

資本の額の変更登記は発生月毎に登記しております。

株　　式 （平成１７年３月３１日現在）

当社の大株主への出資状況当社への出資状況
株　　　主　　　名

出資比率（％）持株数（千株）議決権比率（％）持株数（千株）

０．０４３，０００２５．９１１１，６７４新日本製鐵株式会社

－－　７．９３３，５７５日 亜 興 産 株 式 会 社

－－　５．４５２，４５５日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

－－　４．４３１，９９７株式会社ＵＦＪ銀行

－－　３．０４１，３７１株 式 会 社メタルワン

－－　２．７９１，２５９ソシエテ ジェネラル バンク アンド トラスト

０．４８　９８２．６１１，１７７株 式 会 社 池 田 銀 行

－－　２．２３１，００７日本生命保険相互会社

－－　２．００９００日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

０．３６５７０１．６５７４５合 同 製 鐵 株 式 会 社

商 業 登 記

　（注）　１．当社は株式会社ＵＦＪ銀行の持株会社である「株式会社Ｕ
ＦＪホールディングス」の株式を１，５５１株（出資比率
０．０３％）を所有しております。

　　　　２．自己株式を１，２９９千株保有しており、上記の大株主から除
外しております。
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経理の概況 （平成１７年３月３１日現在）

当連結会計年度におきましては、平成１６年８月に�ＵＦＪ

銀行より１０億円および新株予約権付社債２０億円（当社）、�東

京三菱銀行より１０億円（興国鋼線索�）、平成１７年３月に�Ｕ

ＦＪ銀行より３億円（滋賀ボルト�）の資金調達を行いました。

当連結会計年度に実施いたしました設備投資総額は、７３８百

万円であり、その主なものは鍍線工場の合理化（当社）、高速

筒型より線機新設・酸洗設備の更新（興国鋼線索�）等への

投資であります。

資 金 調 達 の 状 況

設 備 投 資 の 状 況

借入先が有する当社の株式借入金残高
（百万円）借　　入　　先

議決権比率（％）持株数（千株）

４．４３１，９９７　　１，３７０株式会社ＵＦＪ銀行

－－３８０株 式 会 社 東 邦 銀 行

－－３８０株 式 会 社 南 都 銀 行

－－３８０株 式 会 社 肥 後 銀 行

－－３８０株 式 会 社 山 口 銀 行

－－３８０兵庫県信用農業協同組合連合会

２．２３１，００７３８０日本生命保険相互会社

－－２５０愛知県信用農業協同組合連合会

０．００１１，０００そ の 他 ４ 行

４，９００合 計

主 要 な 借 入 先
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　９，５５４，５６８千円

①企業集団の従業員数

②　当社の従業員数

会社の概況 （平成１７年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

平均勤続年数（年）平均年齢（才）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１３．０３６．２１８２５２男　　子

４．８２５．９－２９女　　子

１２．２３５．２１８２８１合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への
出向者を含む就業人員であります。

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

△　３４６８男　　子

　　２５３女　　子

△　１５２１合　　計

　（注）　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、
当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員で
あります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社（ 工　 場 ）

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本 社（ 事 務 所 ）

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083第 二 工 場

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 9482

〒 660-0083鋲 螺 工 場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0257

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

東京都千代田区丸の内 1丁目 8番 1号
丸の内トラストタワーN館 17 階
�（03）3213 － 9521

〒 100-0005東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北 海 道 営 業 所

仙台市青葉区一番町 2丁目 8番 15 号
太陽生命仙台ビル 9階
�（022）266 － 5611

〒 980-0811東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名 古 屋 営 業 所

新潟市東大通 1丁目 4番 2号
新潟三井物産ビル 3階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

中華人民共和国北京市建国門外大街 26 号
長富宮ビル 8階
�（０１０）８６１０ －６５１３－９２３０

中 国 駐 在 事 務 所
（ 北 京 ）
※平成１７年４月１日開設

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054興 国 鋼 線 索
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社
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田 中 一 家　　代表取締役会長

竹 内 俊 一代表取締役社長

梨 本 勝 宣（技術本部兼製造本部管掌）専 務 取 締 役

太 田 正 秀（技 術 本 部 長）常 務 取 締 役

長谷川　真　道（製 造 本 部 長）常 務 取 締 役

古 賀 英 介（営 業 本 部 長）取 締 役

榊 原 康 夫（鍍 線 工 場 長）取 締 役

有 薗 文 仁（滋賀ボルト�代表取締役社長）取 締 役

増　田　規一郎（新 日 本 製 鐵 � 取 締 役）取 締 役

平 尾　 昇（ 常　　　　　勤 ）常 任 監 査 役

長 谷 次 雄　公 認 会 計 士　（ ）　�ユー・エス・ジェイ常勤監査役　監 査 役

長須賀　文　雄（新光ビルディング�代表取締役社長）監 査 役

（注）　１．平成１６年６月２５日開催の第５２回定時株主総会において、古賀　英介、
榊原　康夫の両氏は取締役に新たに選任され、就任いたしました。

　　　　２．監査役　長谷　次雄・長須賀　文雄の両氏は、株式会社の監査等に関
する商法の特例に関する法律第１８条１項に定める社外監査役でありま
す。

役　　員 （平成１７年３月３１日現在）
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株 主 メ モ
○決　算　期　日　　毎年 3月 31 日

○定時株主総会　　毎年 6月

○株式名義書換

　　名義書換代理人　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　同事務取扱場所　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　　　　　　　　　本社証券代行部

　　　　　　　　　　電話　０１２０‐２５５‐１００

○基　　準　　日　　毎年 3月 31 日

　　　　　　　　　　その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日

を定めます。

○公告掲載新聞名　　日本経済新聞

なお、貸借対照表および損益計算書の開示は、当社

ホームページによることとします。

http://www.nichiasteel.co.jp/

○上場証券取引所　　東京・大阪市場第 1部

株主メモ
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